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問３ 水はどの程度準備していますか。次の中から１つだけ選んでください。 

 
 
水の準備状況については、「３リットル」（36.6％）という回答が一番多く、次に「３～６リットル」

（20.2％）、「６リットル以上」（18.7％）と続いている。一方で、「準備していない」（20.0％）という

回答も２割ある。 

大きな地震などの場合、一人１日当たり３リットルの水が必要といわれている。また、公的な支援

を得られるまで通常３日間かかることから、一人当たり９リットル以上準備することが重要といえる。

しかし、「６リットル以上」準備している家庭は２割に満たない状況である。災害時に備え、どのくら

いの水を準備すべきか、その十分な量を把握していないことからこのような結果になっていると考えら

れる。 

 

 

 



 

 

- 21 - 

問４ 食料はどの程度準備していますか。次の中から１つだけ選んでください。 

 
 
災害時に備えた食料については、「３食分程度」（46.0％）という回答が約５割で一番多い。次に、「準

備していない」（25.1％）が多く約４分の１となる。 

大きな地震の際に最低３日間は自力で生活をする必要があることから、９食程度の準備が必要とな

る。しかし、「９食分程度」（7.7％）という回答は１割にも満たない結果となっている。また、「準備し

ていない」という回答も４分の１程度あることから、食料に対する準備は不十分な状況にあるといえる。 
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問５ あなたは、主にどこから災害情報を得ていますか。当てはまるものをすべて選んでくだ

さい。 

 
 
災害情報を得ている媒体としては、「テレビ」（93.4％）という回答が一番多く９割を超えている。

次に「ラジオ」（51.8％）、「市の屋外スピーカー・戸別受信機」（24.6％）と続いている。 

年代層でみると、「テレビ」という回答は、年代に係らず９割の回答となっている。しかし、「ラジ

オ」という回答については、「２０歳代」、「３０歳代」では 30％台の回答であるものの、「４０歳代」

から上の年代では徐々にその回答割合が高まり、「６０歳代」、「７０歳以上」では 60％台の回答結果と

なっている。この傾向は、「市の屋外スピーカー・戸別受信機」でも同様である。一方、「携帯電話」、

「インターネット」については、「２０歳代」から「４０歳代」で回答割合が高く、かつ若い年代ほど

回答が多くなる傾向にある。 

「テレビ」という媒体については、年代による差は少ないものの、「ラジオ」、「市の屋外スピーカー・

戸別受信機」については、年代層が高い方が利用する傾向が強く、「携帯電話」、「インターネット」に

ついては若い年代層が利用する傾向が強い。「テレビ」以外の媒体は、その利用年代層が限られる場合

があるため、提供する情報により媒体の利用方法を変える必要があると考えられる。 
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問６ 大きな地震が発生する場合、数秒から数十秒前にテレビ・ラジオを通じて緊急地震速報

が放送されますが、ご存知ですか。次の中から１つだけ選んでください。 

 
 
緊急地震速報がテレビ・ラジオで放送されることについて知っていると回答した割合は、85.9％と

８割を超えている。しかし、知らないという回答も 12.6％、約１割程度ある。 

年代層でみると、知っている割合は各年代層とも８割を超える傾向にある。しかし、知らない割合

をみると、「２０歳代」が一番多く 20.1％、約２割となる。年代層が上がるにつれ、知らない割合は減

少するものの、「３０歳代」で 15.5％、「４０歳代」で 13.9％と１割を超えている。 

緊急地震速報開始時には、テレビ・ラジオなどでその内容の告知が図られていた。しかし、若い世

代程、テレビなどでその内容を見聞きする機会が少なく、結果として緊急地震速報を知らないという割

合が高くなっているものと考えられる。 
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【住宅用火災警報器について】 

問７ 長野市火災予防条例により、住宅用火災警報器を平成２１年６月１日までに設置するこ

とが義務付けられましたが、あなたはご存知ですか。次の中から１つだけ選んでくださ

い。 

 
 
条例により住宅用火災警報器の設置が義務づけられたことについては、知っているという回答は

61.2％、と約６割となる。一方、知らないという回答は、37.4％と４割近くとなる。 

年代層でみると、「２０歳代」では、知らないという回答が 51.7％と５割に達している。「３０歳代」

以上では、知らないという割合は 30％台となり、「２０歳代」は特に知らない割合が高いといえる。 

「２０歳代」は、住宅を管理している割合が低く、条例による住宅用火災警報器の設置に対する関

心度も低くなるためと考えられる。 

住宅の状況では、「一戸建て住宅」に住んでいる方は、条例を知っている割合がやや高く、「集合住

宅」に住んでいる方は、やや低い回答となっている。 
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問８ あなたがお住まいの家は一戸建て住宅ですか、集合住宅（アパート、マンション等）で

すか。次の中から１つだけ選んでください。 

 
 
現在の住まいが「一戸建て住宅」であるという回答は、80.5％と８割となる。一方、「集合住宅」と

いう回答は、18.1％と２割に満たない結果となっている。 

年代層でみると、「２０歳代」、「３０歳代」では、「集合住宅」という回答は、それぞれ 34.4％、34.9％

と 30％台となっている。「４０歳代」では、25.0％となり、「５０歳代」では 12.8％と 10％台になって

いる。年代層が上がるにつれ、「一戸建て住宅」の割合が高まり、「集合住宅」の割合は減少する傾向に

ある。 

長野市での居住年数でみると、「５年未満」、「５年以上１０年未満」では、「集合住宅」という回答

が、それぞれ 49.5％、45.9％となり、４割を超えている。 
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問９ あなたがお住まいの住宅には現在、住宅用火災警報器を設置してありますか。次の中か

ら１つだけ選んでください。 

 
 
住宅用火災警報器の設置については、「既に設置してある」（20.3％）という回答は、約２割となっ

ている。「１年以内に設置する予定」（8.8％）、「平成２１年６月１日までに設置する」（45.1％）という

回答を合わせると、約７割となる。 

住宅種別でみると、「集合住宅」の方は、約半数が「既に設置している」と回答している。一方、「一

戸建て住宅」の方は、約１割程度しか「既に設置している」と回答していない。「一戸建て住宅」に住

んでいる方は、これから設置する予定となる。 

「その他」という回答が全体でも約２割ある。さらに、「その他」の内容をみると、条例の主旨を理

解されていない方がいると考えられる。 

条例の主旨や住宅用火災警報器とはどのようなもので、何を目的に設置を義務づけられたか、また

設置する際の費用などはどれくらいなのかなど、住宅用火災警報器設置に関する啓蒙を積極的に進める

必要があると考えられる。 

 

 




